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現行 改定 摘 要 

第106条 業務の実施 

測量業務は、「規程」により実施するものとする。なお、測量成果の種類、内容、構造、 

品質等は、製品仕様書によるものとし、定めのない場合は、規程第5条第3項第一号及び第 

二号によるものとする。また、公共測量の実施にあたっては「規程」の定めの他、別途地理院より

定めるマニュアルによるものとする。 

 

第136条 屋外で作業を行う時期及び時間の変更 

１．受注者は、設計図書に屋外で作業を行う期日及び時間が定められている場合でその時間を変

更する必要がある場合は、あらかじめ監督員と協議するものとする。 

２．受注者は、設計図書に屋外で作業を行う期日及び時間が定められていない場合で、休日等又

は夜間に作業を行う場合は、事前に理由を付した書面によって監督員に提出しなければなら

ない。 

 

第140条 新技術の活用について 

  受注者は、新技術情報提供システム（NETIS）等を利用することにより、活用することが有用と思

われるNETIS登録技術が明らかになった場合は、監督員に報告するものとする。 

受注者は、新技術情報提供システム（NETIS）に登録されている技術を活用して業務を実施する場

合には、「「公共工事等における新技術活用スキーム」実施要領」（令和 6年 4月一部改正）によ

り以下の各号に掲げる措置をしなければならない。 

 １．受注者は、発注者指定型によりNETIS登録技術の活用が設計図書で指定されている場合は当該業

務が完了次第活用効果調査表を発注者へ提出しなければならない。ただし、活用効果評価の結

果、継続調査が不要と判断された技術（NETIS登録番号の末尾が「-VE」とされている技術）は

活用効果調査表の提出を要しない。 

 ２．受注者は、施工者希望型によりNETIS登録技術を活用した業務を行う場合、新技術活用計画書を

発注者に提出しなければならない。また、当該業務が完了次第活用効果調査表を発注者へ提出

しなければならない。ただし、活用効果評価の結果、継続調査が不要と判断された技術（NETIS

登録番号の末尾が「-VE」とされている技術）は活用効果調査表の提出を要しない。 

 

第106条 業務の実施 

測量業務は、「規程」により実施するものとする。なお、測量成果の種類、内容、構造、 

品質等は、製品仕様書によるものとし、定めのない場合は、規程第5条第3項第一号及び第 

二号によるものとする。また、公共測量の実施にあたっては「規程」の定めの他、別途国 

土地理院より定めるマニュアルによるものとする。 

 

第136条 屋外で作業を行う時期及び時間の変更 

１．受注者は、設計図書に屋外で作業を行う期日及び時間が定められている場合でその時間を

変更する必要がある場合は、あらかじめ監督員と協議するものとする。 

２．受注者は、設計図書に屋外で作業を行う期日及び時間が定められていない場合で、休日等

又は夜間に作業を行う場合は、事前にその理由を監督員に連絡しなければならない。ただし、

現道上の作業については書面により提出しなければならない。 

 

第140条 新技術の活用について 

  受注者は、新技術情報提供システム（NETIS）等を利用することにより、活用することが有用と

思われるNETIS登録技術が明らかになった場合は、監督員に報告するものとする。 

受注者は、新技術情報提供システム（NETIS）に登録されている技術を活用して業務を実施する

場合には、「「公共工事等における新技術活用スキーム」実施要領」（令和 7年 4月一部改正）に

より以下の各号に掲げる措置をしなければならない。 

 １．受注者は、発注者指定型によりNETIS登録技術の活用が設計図書で指定されている場合は当該

業務が完了次第活用効果調査表を発注者へ提出しなければならない。ただし、活用効果評価の

結果、継続調査が不要と判断された技術（NETIS登録番号の末尾が「-VE」とされている技術）

は活用効果調査表の提出を要しない。 

 ２．受注者は、施工者選定型によりNETIS登録技術を活用した業務を行う場合、新技術活用計画書

を発注者に提出しなければならない。また、当該業務が完了次第活用効果調査表を発注者へ提

出しなければならない。ただし、活用効果評価の結果、継続調査が不要と判断された技術（NETIS

登録番号の末尾が「-VE」とされている技術）は活用効果調査表の提出を要しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


